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本申請前に認定経営革新支援機関等に事業計画策定協力や相談を行うこと

事業実施計画書
１．実施主体の概要法人の種類（株式会社　など）を記載
日本標準産業分類（平成25年10月改訂）参照

	事業所名
	●●●●商店

	住所
	〒949-8201
津南町大字下船渡戊５８５番地

	連絡先
	電話番号：０２５-７６５-●●●●
FAX：０２５-７６５-●●●●
E-mail：●●●●＠●●●●

	代表者職・氏名
	津南　花子個人事業主の場合は氏名のみ


	承継前代表者の氏名
	妻有　太郎

	業種（産業大分類-中分類）
	卸売業、小売業‐飲食料品卸売業

	事業者区分
	□　法人（　　　　　　　　）　　☑　個人事業主

	従業員数（常用雇用）
	　　　　　　０　人

	事業承継完了日
	　　　令和●　年　　●　月　　●　日

	事前相談を行った機関名
	　●●●●


代表者は従業員数に含めない

２．申請事業の内容税抜き額を記載すること

	内　容
	補助対象経費（円）

	事業承継に伴う契約書作成、登記手続きに係る費用
	300,000円

	新商品開発に伴うコンサルティング料、原材料費
	400,000円

	店内レイアウト変更及び商品陳列台の入替に伴う費用
	300,000円

	在庫管理システムの導入費用
	200,000円

	
	

	合　計　額補助対象経費の科目別に記載
※書ききれない場合、任意様式を添付し「別紙のとおり」と記載。

	1,200,000円



３．申請事業の概要（計画や実施することで期待される効果、目標等を記載）※書ききれない場合、任意様式を添付し「別紙のとおり」と記載。

	　当店オリジナルスイーツを新商品開発し、若者を中心に新規顧客の拡大を図る。
また、店舗内のレイアウト変更を行い、取扱商品の増、目玉商品によりお客様が目に付きやすくなるような工夫を行いたい。
　在庫管理システムを導入することで、今まで紙管理、手計算により時間がかかっていたものが正確に労力の削減が見込まれる。




